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証券コード　8228
平成2 8年６月３日

株 主 各 位

長野県長野市市場３番地48

代表取締役社長

社 長 執 行 役 員 藤 沢 政 俊

第66期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第66期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くだ
さいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成28年６月20日（月曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成28年６月21日（火曜日）午前10時
２．場 所 長野県長野市鶴賀高畑752-8

メルパルク長野　３階「白鳳」
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第66期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第66期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）
　　計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案
第４号議案
第５号議案

第６号議案
第７号議案

　第８号議案

定款一部変更の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名選任の件
監査等委員である取締役４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額設
定の件
監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件
退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈、ならび
に役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する業績連
動型株式報酬制度の導入の件

４．代理人による議決権行使についてのご案内
　　代理人による議決権行使につきましては、議決権を有する他の株主様１名を
　　代理人として、その議決権を行使することとさせていただきます。その際、
　　株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明する書面をご提出
　　ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（ 1 ）

表紙



2016/05/23 20:06:41 / 15174669_株式会社マルイチ産商_招集通知

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
◎次の事項につきましては、法令および当社定款第17条の規定に基づき、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://www.maruichi.com/ir/）に掲載しており
ますので、本招集ご通知提供書面には記載しておりません。
　①連結計算書類の連結注記表
　②計算書類の個別注記表
なお、監査役および会計監査人が監査した連結計算書類および計算書類は、本招
集ご通知に記載の各書類のほか、上記ウェブサイトに掲載している連結注記表お
よび個別注記表となります。
◎なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.maruichi.com/ir/）に掲載させていただきます。

（ 2 ）
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府による経済政策等を背景に企

業収益や雇用情勢の改善傾向が続くなど、景気は緩やかな回復基調で推移し

たものの、為替・株式相場の急激な変化や新興国の成長鈍化等により、先行

き不透明な状況が続きました。食品流通業界におきましては、生活者の節

約・低価格志向が継続する中、輸入原材料の高騰に伴う商品の値上げの影響

や、人手や車両不足等を起因とする物流コストの上昇など、経営環境は引き

続き厳しい状況で推移いたしました。

このような状況下、当社グループは、平成29年３月期を目標年度とする中

期経営計画「変革2016 ～Challenge for Change～」に基づき、様々な戦略課

題に取り組んでまいりました。

収益の拡大に向けましては、原材料の調達から製造・販売までの各工程へ

主体的に関わることで商品に高い付加価値を生み出す「メーカー型卸」戦略

を推進し、強化した商品力により販売拡大を進めました。また、昨年７月に

創立65周年記念総合展示会を開催し、顧客へ当社の機能と商品を幅広く提案

することで、新たな需要創造と顧客開拓を進めました。

以上のことから、当連結会計年度の売上高は1,846億24百万円（前期比6.6％

増）となりました。利益面につきましては、売上高の拡大による売上総利益

額の増加と、受発注業務の標準化や構内物流業務の効率化等、業務改善に継

続して取り組み、生産性の向上を図ったことから、営業利益は15億35百万円

（同35.5％増）、経常利益は19億25百万円（同23.8％増）、親会社株主に帰

属する当期純利益は９億44百万円（同53.1％増）となりました。

なお、当期末の配当につきましては、前期（普通配当６円、創立65周年記

念配当１円の合計７円）から２円増配の１株当たり９円の普通配当を予定し

ております。これにより、年間配当金は12円を見込んでおります。
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当事業年度の事業の状況
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【当連結会計年度のセグメント別の概況】

　※各セグメントの売上高については、セグメント間の内部売上高を除いて

    記載しております。

ⅰ　水産事業セグメント

水産物の世界的規模での需要増に起因する水産資源の減少と買付け競争の

激化や、異常気象等による漁獲量減少という環境下、水産事業部では、事業

拡大に向け、メーカー型卸戦略の推進等に取り組みました。

具体的には、生鮮魚のフルアソート調達の仕組みを活かした多様な顧客ニ

ーズへの対応や、養殖魚インテグレーション（生産から販売までの統合事業）

による養殖魚の生産と販売の拡大、三菱商事㈱と連携した海外調達の拡大等

により、収益の拡大を図りました。また、業務提携先であります三菱食品㈱

と連携した販売ルートの開拓や、石川中央魚市㈱との販売・調達面での連携

等の取り組みを推進いたしました。デイリー部門におきましては、洋日配・

和日配のオリジナル商品の品揃えを拡充しながら、首都圏エリアを中心に販

売を拡大しました。

フードサービス事業部では、業務用マーケットの拡大に向け、当社グルー

プ内および主要仕入先と連携した新たな需要拡大による既存顧客の深耕化や、

首都圏にて開催された各種展示会へ出展するなど顧客開拓を推進し、販売マ

ーケットの拡大を進めました。

以上の結果、売上高は1,262億77百万円（前期比6.0％増）となりました。

営業利益は、業務改革を推進し、収益力向上とコスト削減に取り組んだこと

から、８億５百万円（同38.7％増）となりました。

ⅱ　一般食品事業セグメント

生活者の生活防衛意識が継続する一方で、食へのニーズが多様化する中、

食品事業部では、より高い付加価値の提供を目指し、提案営業活動の推進と、

オリジナル開発商品の拡売を進めました。

具体的には、地域密着の強みを生かした提案型営業を推進し、基盤商圏の

甲信エリアを中心とした主要顧客との取り組み強化により、マーケットの深

耕化を図りました。また、長野県産原材料の使用等で差別化したオリジナル

商品の品揃えを拡充し、業務提携先とも連携しながら全国へと販売を拡大い

たしました。

収益力の拡大に向けましては、ＩＴを活用した庫内物流業務の生産性向上

を図るなど、コスト競争力の強化に向けた取り組みを推進しました。

（ 4 ）
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以上の結果、売上高は268億53百万円（前期比6.7％増）となりました。営

業利益は、業務の効率化により販管費等の削減を図ったことから、１億58百

万円（同144.1％増）となりました。

ⅲ　畜産事業セグメント

国産畜産物に対する需要の増加等を背景に、食肉相場が総じて高値で推移

する中、畜産事業部では、さらなる収益拡大を目指し、生産者との取り組み

による調達機能の強化と、販売エリアの拡大を進めました。

具体的には、生産から販売までを統合するメーカー型卸機能により、「り

んご和牛信州牛」「信州米豚」等のオリジナル商品の生産と販売の拡大を図

りました。また、生産者の経営安定化に向けた施策として、公的金融機関と

の生産者支援スキームの活用等により、安定的な商品供給基盤の構築に継続

して取り組みました。

さらなる事業拡大に向けましては、首都圏の販売拠点を強化し、主要顧客

への販売拡大と新規顧客開拓を推進いたしました。

以上の結果、売上高は302億56百万円（前期比6.6％増）となりました。営

業利益は、コスト競争力の確保に向け、業務の効率化等に継続して取り組ん

だことから、４億69百万円（同14.2％増）となりました。

ⅳ　その他（小売店の店舗支援事業、物流・冷蔵倉庫事業、OA機器・通信機

器販売および保険代理店事業）

子会社ＡＥＳ㈱は、当社グループの基盤顧客であります契約小売店を対象

に、商品政策の統一化や受発注システムの導入等の店舗支援事業を推進いた

しました。

子会社マルイチ・ロジスティクス・サービス㈱は、当社グループの物流業

務・冷蔵倉庫事業の品質向上とローコスト体制の構築を、グループ内の各事

業と組織的に連携しながら進めました。

以上の結果、売上高は12億36百万円（前期比126.6％増）、営業利益は１億

２百万円（同33.1％増）となりました。

②　設備投資および資金調達の状況

当連結会計年度の設備投資総額は、事業拡大に伴う設備投資、システム投

資および計画的、継続的な営繕を実施した結果、４億73百万円となりました。

これらの資金は、自己資金を充当しております。

（ 5 ）
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(2) 直前３連結会計年度の財産および損益の状況

区 分
第63期

（平成24年度）
第64期

（平成25年度）
第65期

（平成26年度）

第66期
（平成27年度）
＜当連結会計年度＞

売 上 高(百万円) 159,691 167,398 173,192 184,624

経 常 利 益(百万円) 1,322 1,296 1,554 1,925

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 608 565 616 944

１株当たり当期純利益(円) 26.38 24.55 26.75 40.98

総 資 産(百万円) 41,764 37,726 39,599 42,626

純 資 産(百万円) 17,560 17,783 18,679 19,267

1株当たり純資産額(円) 751.90 760.23 798.09 821.75

(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の

議 決 権 比 率
主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

大 信 畜 産 工 業 ㈱ 136 72.96 食肉加工および販売

Ａ Ｅ Ｓ ㈱ 100 100.00 小売業の店舗支援業務

マ ル イ チ・ロ ジ ス テ ィ ク ス・サ ー ビ ス㈱ 98 100.00 物流および冷蔵倉庫業

信 田 缶 詰 ㈱ 80 70.31
水産缶詰・びん詰、その他水産加

工品製造および販売

㈱ ナ ガ レ イ 55 100.00 業務用食品卸売業

フ ァ ー ス ト デ リ カ ㈱ 40 100.00 水産物・惣菜加工および販売

㈱ ナ ガ レ イ 不 動 産 30 100.00 不動産賃貸業

㈱ 山 政 北 海 屋 30 100.00 水産物卸売業

㈱ 丸 一 北 海 屋 25 100.00 水産物卸売業

㈱ 三 共 物 商 13 55.00 水産飼料・水産物卸売業

魚 信 ㈱ 10 100.00 水産物販売

(注) 平成27年８月31日付で、信田缶詰㈱を子会社化いたしました。

（ 6 ）

直前３事業年度の財産および損益の状況、重要な親会社および子会社の状況
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(4) 対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、政府による景気対策等の効果が期待され

るものの、新興国の経済成長の鈍化等により、先行き不透明な状況が継続す

ると思われます。食品流通業界におきましても、将来への不安を背景とした

生活防衛意識の高まりによる個人消費の低迷や、業種・業態を超えた競争の

継続など、引き続き厳しい経営環境が予想されます。

生産・調達面では、水産物における世界的な魚食拡大に起因する水産資源

の減少、畜産物における飼料価格の高騰等を背景とする生産者の経営環境の

悪化の問題に対し、安定的な商品調達ルートの確保が、安全・安心な商品流

通体制の整備とともに、引き続き、 重要の経営課題となっております。

販売面では、高齢化の進展や単身世帯・共働き世帯の増加、情報化社会の

進展などを背景に、生活者のニーズは多様化・高度化しており、これらに応

えてゆくための機能や付加価値提案力が求められております。

こうした環境のもと、当社グループは平成29年３月期を目標年度とする中

期経営計画「変革2016 ～Challenge for Change～」に基づき、諸施策を実行

してまいります。

中期経営計画の達成に向けた 終年度における重点施策としまして、「メ

ーカー型卸機能のさらなる推進」「業務改革の推進」「人事戦略の推進」「業

務提携先との成果づくり」「長野商圏の基盤整備」を五本柱に掲げ、全社グ

ループを挙げて戦略課題の推進に取り組んでまいります。

水産事業セグメントにおきましては、生鮮魚のフルアソート調達における

魚種の拡大や、養殖魚事業の拡大等によるメーカー型卸機能の強化、業務提

携先との連携による調達機能の強化と販売エリアの拡大等により、収益拡大

を図ります。また、デイリー部門におきましては、オリジナル商品の拡充や

商品調達エリアの拡大等を進め、さらなる事業拡大を目指します。フードサ

ービス事業の拡大に向けましては、グループ内での組織的連携による調達・

販売等の機能強化や、商品開発の推進等により、業務用マーケットへの販売

を拡大してまいります。

一般食品事業セグメントにおきましては、新規顧客の開拓と既存取引の深

耕化を進め、基盤商圏の拡大を図ります。また、高い付加価値を持つオリジ

ナル商品の開発をメーカーと連携しながら強力に推進し、様々な流通ルート

を活用して全国へ拡売してまいります。コスト競争力の強化に向けましては、

受注業務の集約化や物流業務の改善等に継続して取り組み、さらなるローコ

スト体制の構築を推進してまいります。

（ 7 ）

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所および工場
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畜産事業セグメントにおきましては、産地や生産者との取り組みを深めな

がらメーカー型卸機能を強化し、畜産物の安定的な商品供給基盤の構築と、

マーケットニーズに対応した高付加価値商品の開発と生産、販売を進めてま

いります。また、長野県内で培った機能を活かし、首都圏を中心に新規顧客

の開拓と販売拡大を図ります。コスト競争力の確保に向けましては、受発注

業務の改善等によるコスト低減に継続して取り組んでまいります。

なお、昨年８月、当社のメーカー型卸戦略の具現化を一層加速させること

を目的に、千葉県銚子市の水産品加工業者であります信田缶詰㈱を連結子会

社化いたしました。しかしながら、当社が連結子会社化する以前に、中東向

輸出用サバフレーク缶詰への異魚種混入と、一部商品の不適切な原産地表示

が行われていたことが判明し、両事案につきまして平成28年３月に公表いた

しました。当社といたしましても、関係の皆様にご迷惑とご心配をお掛けい

たしましたことを、深くお詫び申しあげます。今後は、再発防止策を信田缶

詰㈱とともに推進し、グループガバナンスの強化と徹底に全力を挙げて取り

組み、お客様の信頼回復に努めてまいります。

以上の諸施策を通じて、当社グループの企業価値をさらに高め、持続的な

成長を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも、なお一層のご支援とご協力を賜

りますよう、お願い申しあげます。

(5) 主要な事業内容（平成28年３月31日現在）

①　当社の企業集団は、食料品の卸売を主たる事業とし、卸売商品は、水産

物および水産加工品、日配品および冷凍食品、加工食品および菓子、畜産

物および畜産加工品を取り扱っております。

　取扱商品は次のとおりであります。

品 目 主 要 商 品

水産物、水産加工品、　

日配品および冷凍食品

生鮮魚介、冷凍魚介、塩蔵・塩干魚介、切身製品、

練製品、日配品、冷凍食品、他

加工食品および菓子
ビン缶詰類、嗜好食料品、同飲料、調味料、香辛料、

油脂、乳製品、菓子類、米穀類、その他加工品

畜産物および畜産加工品 畜産物、食肉加工品、他

②　上記の他に小売業の店舗支援事業、物流事業、冷蔵倉庫事業、ＯＡ機器・

通信機器の販売および保険代理店事業を行っております。

（ 8 ）
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(6) 主要な営業所および工場（平成28年３月31日現在）

①　当社

本社：長野県長野市市場３番地48

　当社は長野県内を中心に次のとおり事業所を設置しております。

区 分 名 称

水 産 事 業 部

　水産商品本部              (東京都中央区)、
　 デイリー商品本部          (埼玉県久喜市)、
　長野支社、上田・佐久営業所(長野県佐久市)、
  松本支社、伊那営業所、飯田水産営業所、
　甲府支社                  (山梨県中巨摩郡)、
　東京支社　 　　　　　　　 (東京都中央区)、
　 北関東支社 (群馬県伊勢崎市)、宇都宮営業所、
　 名古屋支社                (愛知県西春日井郡）

食 品 事 業 部

　食品商品本部　　　　　　  (長野県長野市)、
　 梓川共配センター　　　　  (長野県安曇野市)、
　 長野支店、群馬食品営業所  (群馬県伊勢崎市)、
   松本支店、飯田食品営業所、
   甲府食品営業所            (山梨県中巨摩郡)

畜 産 事 業 部

　畜産デリカ商品本部        (長野県長野市)、
  長野畜産部、北陸営業所    (富山県富山市)、
  松本畜産部、飯田畜産営業所、
　首都圏畜産部　　　　　　　(埼玉県久喜市)

フ ー ド サ ー ビ ス
事 　 業 　 部

　フードサービス商品本部    (長野県長野市)、
　長野フードサービス営業所、
　北関東フードサービス営業所(群馬県伊勢崎市)、
　甲府フードサービス営業所  (山梨県中巨摩郡)

Ｓ Ｃ Ｍ 本 部 ＳＣＭ本部　　　　　　　　(長野県長野市）

(注)1.平成27年４月１日付で、甲府食品営業所を松本支店の管轄下に配置いたしました。
2.平成27年４月１日付で、ＳＣＭ本部ＲＳ部、ロジスティクス統括部を廃止し、

業務をＲＳ部はＡＥＳ㈱に、ロジスティクス統括部はマルイチ・ロジスティクス・サ
ービス㈱に移管いたしました。

3.平成28年２月１日付で、情報システム部を企画・管理部門下に配置いたしました。

（ 9 ）

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所および工場



2016/05/23 20:06:41 / 15174669_株式会社マルイチ産商_招集通知

②　子会社

区 分 名 称

水産飼料・水産物卸売業 　㈱三共物商　　　　　　　　(福岡県福岡市)
水産缶詰・びん詰、その他水

産加工品製造および販売
　信田缶詰㈱　　　　　　　　(千葉県銚子市)

水 産 物 卸 売 業
　㈱山政北海屋　　　　　　　(愛知県西春日井郡)
　㈱丸一北海屋　　　　　　　(東京都中央区)

水 産 物 販 売 　魚信㈱　　　　　　　　　　(長野県長野市）

水 産 物 ・ 惣 菜
加 工 お よ び 販 売

　ファーストデリカ㈱　　　　(長野県長野市)

業務用食品卸売業 　㈱ナガレイ　　　　　　　　(長野県長野市)

食肉加工および販売 　大信畜産工業㈱　　　　　　(長野県中野市)

物流業務および冷蔵倉庫業
　マルイチ・ロジスティクス・サービス㈱
　　　　　　　　　　　　　　(長野県長野市)

小 売 業 の 店 舗 支 援 業 務 　ＡＥＳ㈱　　　　　　　　　(長野県長野市)

不 動 産 賃 貸 業 　㈱ナガレイ不動産　　　　　(長野県長野市)

(注)平成27年８月31日付で、信田缶詰㈱を子会社化いたしました。

　(7) 使用人の状況（平成28年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

セグメントの名称 使用人数 前連結会計年度末比増減

水産事業 464（318）名 16名増（45名増）

一般食品事業 74（ 42）名 2名減（ 2名減）

畜産事業 95（117）名 6名増（ 4名増）

　報告セグメント計 633（477）名 20名増（47名増）

その他 156（149）名 26名増（ 3名増）

全社（共通） 82（ 42）名 23名減（ 4名減）

合　計 871（668）名 23名増（46名増）

（注）１．使用人数は就業人員であり、嘱託（派遣含む）および臨時雇用者は（　）内に年間の

　　　　　平均人員を外数で記載しております。

　　　２．全社（共通）として、記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管

　　　　　理部門に所属しているものであります。

②　当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

562名
（204名）

22名減
（4名増）

41.0歳 17.1年

（注）　使用人数は就業人員であり、嘱託（派遣含む）および臨時雇用者は（　）内に年間の平

均人員を外数で記載しております。

（ 10 ）
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(8) 主要な借入先の状況（平成28年３月31日現在）

借 入 先 期 末 借 入 金 残 高

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 750百万円

農 林 中 央 金 庫 300百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 140百万円

株 式 会 社 北 陸 銀 行 140百万円

株 式 会 社 長 野 銀 行 140百万円

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。

（ 11 ）
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成28年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 63,000,000株

②　発行済株式の総数 23,121,000株

③　株主数 3,586名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

三 菱 商 事 株 式 会 社 4,625千株 20.06％

有 限 会 社 ニ シ ナ 興 産 1,414千株 6.13％

マ ル イ チ 産 商 取 引 先 持 株 会 1,409千株 6.11％

株 式 会 社 八 十 二 銀 行 1,107千株 4.80％

国 分 グ ル ー プ 本 社 株 式 会 社 1,020千株 4.42％

三 井 物 産 株 式 会 社 982千株 4.26％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 751千株 3.25％

株 式 会 社 北 陸 銀 行 740千株 3.21％

株 式 会 社 長 野 銀 行 679千株 2.94％

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 590千株 2.56％

（注）持株比率は自己株式（66,908株）を控除して計算しております。

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。

（ 12 ）
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(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成28年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 藤 沢 政 俊 社長執行役員
株式会社長野地方卸売市場社外取締役

取 締 役 平 野 敏 樹 副社長執行役員
信田缶詰株式会社社外取締役

取 締 役 白 井 幸 男 常務執行役員食品事業部長兼
食品商品本部長

取 締 役 山 田 邦 男

常務執行役員営業部門統括兼フードサービ
ス事業部長兼フードサービス商品本部長
ファーストデリカ株式会社社外取締役
株式会社ナガレイ社外取締役
株式会社ナガレイ不動産社外取締役

取 締 役 向 山 裕 和

常務執行役員営業部門統括補佐
提携戦略推進担当兼水産事業部長
ファーストデリカ株式会社社外取締役
株式会社三共物商社外取締役
魚信株式会社社外取締役

取 締 役  原 　 剛
相談役
株式会社長野地方卸売市場社外監査役
長野県水産物卸連合会会長

取 締 役 仁 科 圭 右 執行役員企画・管理部門統括補佐
事業構造改革担当

取 締 役 渡 辺 文 明
執行役員企画・管理部門統括兼チーフ・
コンプライアンス・オフィサー
信田缶詰株式会社社外監査役
株式会社ナガレイ社外監査役

取 締 役 山 腰 靖 典

執行役員ＳＣＭ本部長
ＡＥＳ株式会社社外取締役
マルイチ・ロジスティクス・サービス株式
会社社外取締役
中央運輸株式会社社外監査役

取 締 役 遠 藤 庄 司
執行役員畜産事業部長兼
畜産デリカ商品本部長
大信畜産工業株式会社社外取締役
ファーストデリカ株式会社社外取締役

取 締 役 小須田　茂　義

執行役員営業部門統括補佐
メーカー型戦略推進担当兼水産商品本部長
信田缶詰株式会社社外取締役
株式会社丸一北海屋社外取締役
株式会社三共物商社外取締役

取 締 役 松 澤 　 通 執行役員企画・管理部門統括補佐
人事戦略推進担当兼総務人事部長

取 締 役 柏 木 康 全 三菱商事株式会社 生活原料本部水産部長

（ 13 ）
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地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

常 勤 監 査 役 檀 原 崇 男

監 査 役 山 岸 重 幸 弁護士（ながの法律事務所 パートナー）

監 査 役 畑 中 凱 夫

監 査 役 小 川 直 樹 公認会計士・税理士（小川直樹会計事務所
所長）

（注）１．取締役柏木康全氏は、社外取締役であります。

　　　２．監査役山岸重幸氏、畑中凱夫氏および小川直樹氏の３氏は、社外監査役であります。

　　　　　なお、当社は、監査役山岸重幸氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として

　　　　　指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役小川直樹氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務および会計

に関する相当程度の知見を有しております。

　　②　事業年度中に退任した取締役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由
退 任 時 の 地 位 ・ 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

原 田　文 彦 平成27年６月23日 任 期 満 了
取締役執行役員
出向　ＡＥＳ株式会社代表取締役社長

③　取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役 12名 230百万円

監査役（うち社外監査役） ４名(３名) 20百万円(５百万円)

合計（うち社外役員） 16名(３名) 251百万円(５百万円)

（注）１．取締役の支給人員は、平成27年６月23日開催の第65期定時株主総会の時をもって退任

した取締役１名を含み、無報酬の取締役２名（うち社外取締役１名）を除いておりま

す。

　　　２．使用人兼務取締役に該当する取締役はおりません。

３．支給額には、取締役および監査役に対する退職慰労金の当事業年度に係る引当分（取

締役12名に対し25百万円、監査役１名に対し１百万円）が含まれております。

４．平成27年６月23日開催の第65期定時株主総会決議に基づき、同総会終結の時をもって

退任した取締役１名に対し、13百万円の役員退職慰労金を支給しております。なお、

この金額は上記および過年度の事業報告において開示した役員退職慰労引当金に全額

繰り入れております。

５．上記の他、平成28年６月21日開催の第66期定時株主総会において付議いたします「第

７号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈、ならびに役員退職慰

労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件」が承認された場合には、取締役11名に対し222

百万円および監査役１名に対し39百万円が退任時に支払われる予定であります。

６．取締役の報酬限度額は、昭和62年６月26日開催の第37期定時株主総会において年額350

百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議いただいております。

７．監査役の報酬限度額は、昭和62年６月26日開催の第37期定時株主総会において年額70

百万円以内と決議いただいております。

（ 14 ）
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④　社外役員に関する事項

ⅰ．他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当社と当該他

の法人等との関係

・取締役柏木康全氏は、当社の社外取締役であり、三菱商事㈱生活原料本部水産部長

であります。なお、当社は三菱商事㈱の持分法適用会社（議決権所有割合20.08％）

となっており、同社の食品流通事業との連携強化を図っておりますが、具体的な事

業活動や経営判断については、食品流通事業に精通した当社独自の判断に任せられ

ており、自立性、独自性を持った経営を行っております。

・監査役山岸重幸氏は、当社の社外監査役であり、弁護士として登録開業しておりま

す。当社との間には特別の関係はありません。

・監査役小川直樹氏は、当社の社外監査役であり、公認会計士および税理士として登

録開業しております。当社との間には特別の関係はありません。

ⅱ．当事業年度における主な活動状況

ａ．取締役会および監査役会への出席状況

取 締 役 会 監 査 役 会

出席回数
/開催回数

出 席 率
出席回数
/開催回数

出 席 率

取 締 役 柏 木 康 全 13回/16回 81％ － －

監 査 役 山 岸 重 幸 16回/16回 100％ 18回/19回 95％

監 査 役 畑 中 凱 夫 15回/16回 94％ 17回/19回 89％

監 査 役 小 川 直 樹 16回/16回 100％ 19回/19回 100％

 ｂ．取締役会等における発言状況
・取締役柏木康全氏は、主に業界動向や経営環境に対する知見および内部統制やコン

　プライアンスの見地から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適正性

　を確保するための助言・提言を行っております。

・監査役山岸重幸氏は、弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役

　会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、ならびに内部統制システム

　の構築にあたり助言・提言を行っております。

　また、監査役会において、当社の法務およびリスク管理部門を主とした内部監査に

　ついて適宜、必要な発言を行っております。

・監査役畑中凱夫氏は、食品業界で長年経営に携わった豊富な経験と知見から、取締

　役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、なら

　らびに内部統制システムの構築にあたり助言・提言を行っております。

　また、監査役会において、当社の監査業務全般について適宜、必要な発言を行って

　おります。

・監査役小川直樹氏は、公認会計士・税理士としての専門的見地から、取締役会にお

　いて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言、ならびに内部

　統制システムの構築にあたり助言・提言を行っております。

　また、監査役会において、当社の会計および税務部門を主とした内部監査について

　適宜、必要な発言を行っております。

ⅲ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役および社外監査役がその職務を行うにあた
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会社役員の状況、会計監査人の状況



2016/05/23 20:06:41 / 15174669_株式会社マルイチ産商_招集通知

り善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額

を限度として当社に対し損害賠償責任を負うものとし、その損害賠償責任額を超える

部分については、当社は社外取締役および社外監査役を免責するものとしております。

(4) 会計監査人の状況

①　名称　 有限責任監査法人　トーマツ

②　報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 38百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

60百万円

　　（注）1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

　　　　　　法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま

　　　　　　せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し

　　　　　　ております。

　　　　　2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見

積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計

監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

③　非監査業務の内容

　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の

業務である、「財務デューデリジェンス業務」等に対する対価を支払って

おります。

④　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると

認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集される

株主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたし

ます。

（ 16 ）

会社役員の状況、会計監査人の状況



2016/05/23 20:06:41 / 15174669_株式会社マルイチ産商_招集通知

(5) 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

　①業務の適正を確保するための体制

　当社は、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが重要

な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システムを構築しております。

 ⅰ．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

・当社は、会社の重要な意思決定については必ず文書化するとともに、法

定保存文書と同様に「文書保存規程」で定めた所定の期間保存しており

ます。定めのない情報については、総務人事部長と協議の上、保存の要

否および期間を定めて保存しております。なお、以下の文書については、

取締役および監査役は常時閲覧できるものとしております。

・「株主総会議事録」、「取締役会資料と議事録」、「決算書類」、

　「取締役を 終決裁者とする稟議書」

 ⅱ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・当社には、在庫リスク、商品品質リスク、与信リスク、法令違反リスク、雇

用関連リスク、環境汚染リスクなどの事業リスクがあり、在庫リスクについ

ては「見越取引管理規程」、商品品質リスクについては「仕入先評価選定規

程」および「食品衛生管理規程」、与信リスクについては「債権管理規程」

にて対応しております。また、その他については、予め取り決めた個々の責

任部署が対応し、必要に応じて経営会議において状況確認と対策措置を検討

し、取締役会への報告を行うものとしております。

・各種リスクの管理状況については、各部門の担当取締役が、半年に一度

取締役会に報告を行うこととしております。

 ⅲ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　・取締役会は、前年度末までに翌年の経営目標を決定し、目標達成に向け

　た経営計画を策定の上、毎月１回の取締役会において進捗状況を確認し

　ております。また各事業部門は当年度の戦略および利益計画を毎年設定

　し、経営企画部が成果を検証しております。

　・取締役会において取締役の業務執行範囲を定めるとともに、「職務分掌

　および職務権限に関する規程」に基づいた権限委譲を各役職員に行い、

　効率的な業務執行を実現しております。

（ 17 ）
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 ⅳ．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

　　 確保するための体制

・役職員が法令や定款および社会通念に沿った行動を行う様、「役職員行

動規範」を定め、コンプライアンス事務局は定期的な研修を行い周知徹

底に努めております。

・チーフ・コンプライアンス・オフィサーを設置し、コンプライアンス関

連の体制整備（研修、ガイドラインの制定ほか）を行っております。ま

た、各事業部門の長および企画・管理部門の長を全社コンプライアンス

委員に任命し、定期的にコンプライアンス委員会を開催しております。

・適切な財務諸表作成のために、経理財務部長は経理規程、細則を定め周

　知徹底を図っております。

・コンプライアンス違反についての社内通報体制として、所属長への報告

　経路とは別に、以下の３つの報告経路を設けております。

　　a.コンプライアンス事務局への直接報告

　　b.監査部への直接報告

　　c.社外顧問弁護士宛の内部通報窓口

・監査部は各部署の監査を定期的に行うとともに、チーフ・コンプライア

　ンス・オフィサーや監査役会、会計監査人と定期的に情報交換会を開催

　しております。

　　 ⅴ．当社および子会社から成る企業集団における、業務の適正等の確保お

　　　　 よび損失の危険の管理等の体制

　　　・子会社の主管者を定め、取締役や監査役の派遣を通じ連携をとり、子会

　　　　社の業務執行状況を随時確認しております。

　　　・子会社からは、毎年経営計画書の提出を受け、経営方針の協議を行う一

　　　　方、リスクマネーやコンプライアンスの状況を確認しております。

　　　・当社は、当社が定める「関係会社管理規程」において、当社子会社の営

　　　　業成績、財務状況その他の重要な情報の定期的な報告を義務付けており

　　　　ます。

　　　・当社は、当社子会社において重要な事象が発生した場合は、子会社の主

　　　　管者が主催する業績検討会議における報告を義務付けております。

　　　・当社は、当社全体で子会社のリスクの把握、管理に努めます。また、重

　　　　大な危機が発生した子会社においては、直ちに主管者に報告し、当社は

　　　　事案に応じた支援を行います。また、当社子会社は、各社ごとのリスク

　　　　管理体制および危機管理体制を整備します。

　　　・当社は、不測の事態や危機発生時の事業継続を図るため、当社および当

　　　　社子会社の事業継続計画（ＢＣＰ）を整備します。

（ 18 ）
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　　　・当社は、３事業年度を期間とする中期経営計画を策定し、当該経営計画

　　　　を具現化するため、当社および当社子会社の毎事業年度ごとの重点経営

　　　　目標および予算配分を定めています。

　　　・当社は、職務分掌、指揮命令系統、権限および意思決定その他の基準を

　　　　規程に定め、当社子会社はこれに準拠した規程を整備します。

　　　・当社は、当社子会社の全ての役職員に対する「役職員行動規範」の周知

　　　　徹底に努めております。

　　　・当社は、当社子会社の規模や業態に応じた、適正数の監査役やコンプラ

　　　　イアンス推進担当者を配置します。

　　　・当社は、当社子会社の役職員を対象としてコンプライアンスに関する研

　　　　修を実施し、コンプライアンス意識の醸成に努めております。

　　　・当社は、当社および当社子会社の役職員が、当社コンプライアンス事務

　　　　局、監査部または外部の弁護士に対して通報を行うことができるコンプ

　　　　ライアンス・ホットライン（目安箱）を設置しています。

　　 ⅵ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

　　 る当該使用人に関する事項

・監査役は、監査役の職務の補助を必要とする場合は、企画・管理部門担

　当取締役に総務人事部の人員の派遣を臨時で要請できるものとしており

　ます。

 ⅶ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　　・監査役より監査業務の補助の指示を受けた使用人は、その指示に関して、

　　　　役員および総務人事部長等の指揮命令を受けないこととしております。

　　　　また、同職員の人事評価については、監査役の意見を聴取の上、決定す

　　　　ることとしております。

　　 ⅷ．子会社の取締役等や当該取締役等から報告を受けた者が監査役に報告

　　　　 をするための体制

　　　・当社および当社子会社の役職員は、当社監査役から業務執行に関わる事

　　　　項の説明を求められたときは、速やかに適切な報告を行います。

　　　・当社監査部、リスクマネジメント部等は、当社および当社子会社におけ

　　　　る内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の現状を定期的に報告し

　　　　ます。

　　　・当社および当社子会社のコンプライアンスを統括するチーフ・コンプラ

　　　　イアンス・オフィサーは、役職員からの当社および当社子会社取締役の

　　　　法令違反等に関する内部通報の状況について、定期的に当社監査役に対

　　　　して報告します。

（ 19 ）
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　　　・当社は、当社監査役へ報告を行った当社および当社子会社の役職員に対

　　　　し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁

　　　　止する旨を役職員行動規範に定め、役職員に周知徹底しています。

　　 ⅸ．監査役の職務執行により生じる費用等の処理に係る方針に関する事項

　　　・当社取締役は、監査役による監査に協力し、監査に係る諸費用について

　は、原則として速やかに当該債務を処理します。

 ⅹ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は、取締役、使用人、会計監査人とそれぞれ随時意見交換会を開

　催することとしております。

　②業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりでありま

　す。

　　 ⅰ．重要な会議の開催状況

　　　・当期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）における主な会議

　　　の開催状況は以下のとおりです。

　　　　取締役会は16回開催、その他監査役会19回、経営会議は45回、全社コン

　　　プライアンス委員会は２回開催しました。なお、取締役会については、

　　　上記の開催回数のほか、会社法第372条の規定に基づき、書面による取

　　　締役会報告が２回ありました。

　　 ⅱ．監査役の職務の執行について

　　　・監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うととも

　　　に、取締役会、経営会議その他の経営に関わる重要な会議に出席し、意

　　　見を表明しております。

　　 ⅲ．主な教育・研修の実施状況について

　　　・当社は、コンプライアンスへの理解を深め、健全な職務執行を行う環境

　　　を整備するために、冊子の再配布に合わせ当社全従業員を対象に、当社

　　　の役職員行動規範の読み合わせを実施しました。

　　　・また、当社グループ全従業員を対象に、事例研究に基づくコンプライア

　　　ンス研修を実施しました。

　　 ⅳ．内部監査の実施について

　　　・内部監査計画に基づき、業務プロセスに関する監査を実施しました。

（ 20 ）
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　　 ⅴ．財務報告に係る内部統制について

　　　・重要な事業拠点および子会社の全社統制の整備と運用状況の評価を実施

　　　　しました。

　　 ⅵ．反社会的勢力排除について

　　　・当期においては、「反社会的勢力排除に関する基本方針」ならびに「反

　　　社会的勢力排除に関する規程」を改めて制定し、実質的かつ継続的な取

　　　り組みを進めました。

（ 21 ）
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

（資   産    の    部） （負   債    の    部）

科 　 　 　 　 目 金 　 　 額 科 　 　 　 　 目 金 　 　 額

流 動 資 産 26,951 流 動 負 債 21,067

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

( 有 形 固 定 資 産 )

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

( 無 形 固 定 資 産 )

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

( 投 資 そ の 他 の 資 産 )

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

5,258

14,463

4,586

7

149

242

1,706

614

△78

15,674

(11,828)

3,183

264

79

7,846

453

(213)

43

102

67

(3,632)

2,264

249

54

318

134

824

△212

支払手形及び買掛金 15,792

短 期 借 入 金 1,500

リ ー ス 債 務 175

未 払 金 1,997

未 払 法 人 税 等 489

賞 与 引 当 金 576

そ の 他 535

固 定 負 債 2,291

リ ー ス 債 務 340

役員退職慰労引当金 263

債務保証損失引当金 79

退職給付に係る負債 802

資 産 除 去 債 務 84

そ の 他 722

負 債 合 計 23,359

（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 18,677

資 本 金 3,719

資 本 剰 余 金 3,380

利 益 剰 余 金 11,633

自 己 株 式 △56

その他の包括利益累計額 264

その他有価証券評価差額金 399

退職給付に係る調整累計額 △134

非 支 配 株 主 持 分 325

純 資 産 合 計 19,267

資 産 合 計 42,626 負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,626

（ 22 ）
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

科 　 　 　 　 目 金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額

売 上 高 184,624

売 上 原 価 166,763

売 上 総 利 益 17,860

販売費及び一般管理費 16,325

営 業 利 益 1,535

営 業 外 収 益

受 取 利 息 5

受 取 配 当 金 68

受 取 賃 貸 料 196

そ の 他 187 457

営 業 外 費 用

支 払 利 息 13

固 定 資 産 除 却 損 6

製 品 回 収 関 連 費 用 35

そ の 他 12 67

経 常 利 益 1,925

特 別 利 益

賠 償 金 収 入 51 51

特 別 損 失

減 損 損 失 187 187

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,790

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 794

法 人 税 等 調 整 額 △3 791

当 期 純 利 益 999

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 54

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 944

（ 23 ）

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

3,719 3,380 10,919 △56 17,963

当連結会計年度
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △230 △230

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

944 944

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
( 純 額 )

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

－ － 714 △0 713

当連結会計年度末
残 高

3,719 3,380 11,633 △56 18,677

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度
期 首 残 高

573 △140 433 281 18,679

当連結会計年度
変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △230

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

944

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額
( 純 額 )

△174 5 △168 43 △125

当 連 結 会 計 年 度
変 動 額 合 計

△174 5 △168 43 588

当連結会計年度末
残 高

399 △134 264 325 19,267

（ 24 ）

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表

（平成28年３月31日現在）
（単位：百万円）

（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

科 　 　 　 　 目 金 　 　 額 科 　 　 　 　 目 金 　 　 額

流 動 資 産 24,756 流 動 負 債 19,915

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

( 有 形 固 定 資 産 )

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

( 無 形 固 定 資 産 )

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

(投資その他の資産)

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,806

115

13,823

4,306

2

237

1,695

809

△41

15,641

(10,947)

2,762

55

134

0

61

7,751

180

(136)

63

73

(4,556)

2,214

728

249

1,002

53

195

162

585

△634

支 払 手 形 127

買 掛 金 14,548

短 期 借 入 金 1,500

関 係 会 社 短 期 借 入 金 250

リ ー ス 債 務 69

未 払 金 2,101

未 払 法 人 税 等 430

賞 与 引 当 金 542

そ の 他 346

固 定 負 債 1,431

リ ー ス 債 務 157

退 職 給 付 引 当 金 573

役員退職慰労引当金 254

関係会社事業損失引当金 7

資 産 除 去 債 務 84

そ の 他 354

負 債 合 計 21,347

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 18,656

( 資 　 本 　 金 ) (3,719)

( 資 本 剰 余 金 ) (3,380)

資 本 準 備 金 3,380

( 利 益 剰 余 金 ) (11,611)

利 益 準 備 金 354

そ の 他 利 益 剰 余 金 11,257

( 圧 縮 積 立 金 ) (158)

( 別 途 積 立 金 ) (6,970)

(繰越利益剰余金) （4,128)

(自  己  株  式 ) (△54)

評価・換算差額等 393

その他有価証券評価差額金 393

純 資 産 合 計 19,050

資 産 合 計 40,397 負 債 ・ 純 資 産 合 計 40,397

（ 25 ）

貸借対照表
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損　益　計　算　書

（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

（単位：百万円）

科 　 　 　 　 目 金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 額

売 上 高 173,591

売 上 原 価 153,717

売 上 総 利 益 19,874

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,551

営 業 利 益 1,322

営 業 外 収 益

受 取 利 息 11

受 取 配 当 金 81

受 取 賃 貸 料 305

そ の 他 291 689

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9

固 定 資 産 除 却 損 5

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 75

そ の 他 4 95

経 常 利 益 1,917

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 46

減 損 損 失 50

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 235 331

税 引 前 当 期 純 利 益 1,585

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 689

法 人 税 等 調 整 額 △6 683

当 期 純 利 益 901

（ 26 ）

損益計算書
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株主資本等変動計算書

（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本
剰 余 金

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 3,719 3,380 3,380 354 156 6,970 3,459 10,940 △53 17,986

当期変動額

圧縮積立金の
積 立

2 △2 － －

剰 余 金 の
配 当

△230 △230 △230

当期純利益 901 901 901

自己株式の
取 得

△0 △0

株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

当期変動額
合 計

－ － － － 2 － 668 671 △0 670

当期末残高 3,719 3,380 3,380 354 158 6,970 4,128 11,611 △54 18,656

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 568 568 18,554

当期変動額

圧縮積立金の
積 立

－

剰 余 金 の
配 当

△230

当期純利益 901

自己株式の
取 得

△0

株主資本以外の項
目の当期変動額
( 純 額 )

△174 △174 △174

当期変動額
合 計

△174 △174 496

当期末残高 393 393 19,050

（ 27 ）

株主資本等変動計算書



2016/05/23 20:06:41 / 15174669_株式会社マルイチ産商_招集通知

連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月10日

株式会社 マルイチ産商

取 締 役 会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 陸　田　雅　彦 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 杉　田　昌　則 

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社マルイチ産商の平成

２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査

を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ

れに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有

効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関

連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討

することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

（ 28 ）

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、株式会社マルイチ産商及び連結子会社からなる企業集団の当該連結

計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

（ 29 ）

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成28年５月10日

株式会社 マルイチ産商

取 締 役 会　御中

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 陸　田　雅　彦 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 杉　田　昌　則 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社マルイチ産商の

平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第６６期事業年度の計算書類、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書

について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及

びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般

に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に

計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計

算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算

書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に

は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評

価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

（ 30 ）

会計監査人の監査報告
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監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産

及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上

（ 31 ）
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第66期事業年度の取締役の

職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の

一致した意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および

結果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、職務の

分担等に従い、取締役、監査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監

査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主

要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社について

は、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子

会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す

るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シ

ステム)について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監査の実施基準に準拠

し、取締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等および有限責任監査法人トーマツ

から当該内部統制の評価および監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検

証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて

説明を求めました。

　また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社

計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企

業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類(貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表)およびその附属明細書、

ならびに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書およ

び連結注記表)について検討いたしました。

（ 32 ）
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２．監査の結果

　（１） 事業報告等の監査結果

　　　①　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。

　　　②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大

な事実は認められません。

　　　③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行に

ついても、財務報告に係る内部統制を含め指摘すべき事項は認められません。

　（２） 計算書類およびその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めま

　す。

　（３） 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めま

　す。

平成28年５月10日

株式会社マルイチ産商　監査役会

常勤監査役 檀 原 崇 男 

社外監査役 山 岸 重 幸 

社外監査役 畑 中 凱 夫 

社外監査役 小 川 直 樹 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（ 33 ）
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　　期末配当に関する事項

　　　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の 重要課題の一つと考え、

　　安定配当の維持を基本としながら、今後の事業展開等を勘案した結果、

　　以下のとおりといたしたいと存じます。

  　  １．配当財産の種類

　　　　　金銭といたします。

 　　 ２．配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　　　　　当社普通株式１株につき金９円

　　　　　配当総額　207,486,828円

　　　３．剰余金の配当が効力を生じる日

　　　　　平成28年６月22日

（ 34 ）
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第２号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　①　「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年

５月１日に施行され、新たな機関設計として監査等委員会設置会社が創

設されました。当社は、取締役会の監督機能の強化によるコーポレー

ト・ガバナンスの一層の充実という観点から、自ら業務執行をしない社

外取締役の機能を活用することで、中長期的な企業価値向上を図るべく、

監査等委員会設置会社に移行するため、当社定款につきまして所要の変

更を行うものであります。

　②　同改正法により会社法第427条に定める責任限定契約の対象が非業務

執行取締役等に拡大されたことを受けて、責任限定契約の対象を拡大す

るべく所定の変更を行うものであります。この責任限定契約に係る定款

変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

　　　なお、本議案における定款変更につきましては、本議案が原案どおり

承認可決されることを条件として、本総会終結の時に効力が発生するも

のといたします。

２．変更の内容

変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第1章　総　　則

（機関）

第４条　当会社は、株主総会および取

締役のほか、次の機関を置

く。

（１）取締役会

（２）監査役

（３）監査役会

（４）会計監査人

第1章　総　　則

（機関）

第４条　当会社は、株主総会および取

締役のほか、次の機関を置

く。

（１）取締役会

（２）監査等委員会

（削除）

（３）会計監査人

（ 35 ）
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現 行 定 款 変 更 案

第２章　株　　式

（株主名簿管理人）

第１１条　（条文省略）

　　　２．株主名簿管理人およびその

事務取扱場所は、取締役会の

決議によって定め、これを公

告する。

３．（条文省略）

（株式取扱規則）

第１２条　当会社の株式に関する取扱

いおよび手数料は、法令ま

たは本定款のほか、取締役

会において定める株式取扱

規則による。

第４章　取締役および取締役会

（取締役の員数）

第２０条　当会社の取締役は、１５名

以内とする。

（新設）

（取締役の選任）

第２１条　取締役は、株主総会におい

てこれを選任する。

２．（条文省略）

３．（条文省略）

第２章　株　　式

（株主名簿管理人）

第１１条　（現行どおり）

　　　２．株主名簿管理人およびその

事務取扱場所は、取締役会ま

たは取締役会の決議によっ

て委任を受けた取締役が定

め、これを公告する。

３．（現行どおり）

（株式取扱規則）

第１２条　当会社の株式に関する取扱

いおよび手数料は、法令ま

たは本定款のほか、取締役

会または取締役会の決議に

よって委任を受けた取締役

の定める株式取扱規則によ

る。

第４章　取締役および取締役会

（取締役の員数）

第２０条　当会社の取締役（監査等委

員 で あ る 取 締 役 を 除

く。）は、１５名以内とす

る。

　　　２．当会社の監査等委員である取

締役は、５名以内とする。

（取締役の選任）

第２１条　取締役は、株主総会におい

て、監査等委員である取締

役とそれ以外の取締役と

を区別して選任する。

２．（現行どおり）

３．（現行どおり）

（ 36 ）
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役の任期）

第２２条　取締役の任期は、選任後１

年以内に終了する事業年度

のうち 終のものに関する

定時株主総会の終結の時ま

でとする。

（新　設）

（新　設）

（取締役会の招集）

第２４条　（条文省略）

２．（条文省略）

３．取締役会の招集通知は、会

日の３日前までに各取締役

および各監査役に対してこ

れを発する。ただし、緊急

の必要があるときは、この

期間を短縮することができ

る。

４．取締役会は、取締役および

監査役の全員の同意がある

ときは、招集の手続きを経る

ことなく開催することがで

きる。

（取締役の任期）

第２２条　取締役（監査等委員である

取締役を除く。）の任期

は、選任後１年以内に終了

する事業年度のうち 終

のものに関する定時株主

総会の終結の時までとす

る。

　　　２．監査等委員である取締役の任

期は、選任後２年以内に終了

する事業年度のうち 終の

ものに関する定時株主総会

の終結の時までとする。

　　　３．任期の満了前に退任した監査

等委員である取締役の補欠

として選任された監査等委

員である取締役の任期は、退

任した監査等委員である取

締役の任期の満了する時ま

でとする。

（取締役会の招集）

第２４条　（現行どおり）

２．（現行どおり）

３．取締役会の招集通知は、会日

の３日前までに各取締役に

対してこれを発する。ただ

し、緊急の必要があるとき

は、この期間を短縮すること

ができる。

４．取締役会は、取締役の全員

の同意があるときは、招集

の手続きを経ることなく開

催することができる。

（ 37 ）
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現 行 定 款 変 更 案

（取締役会の決議の省略）

第２７条　当会社は、取締役が取締役

会の決議の目的である事項

について提案をした場合に

おいて、当該提案について

決議に加わることができる

取締役の全員が書面または

電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、当該

提案を可決する旨の取締役

会の決議があったものとみ

なす。ただし、監査役が異

議を述べたときはこの限り

でない。

（新　設）

（取締役会規程）

第２８条　（条文省略）

（取締役の報酬等）

第２９条　取締役の報酬、賞与その他

の職務執行の対価として当

会社から受ける財産上の利

益（以下、「報酬等」とい

う。）は、株主総会の決議

によって定める。

（取締役会の決議の省略）

第２７条　当会社は、取締役が取締役

会の決議の目的である事項

について提案をした場合に

おいて、当該提案について

議決に加わることができる

取締役の全員が書面または

電磁的記録により同意の意

思表示をしたときは、当該

提案を可決する旨の取締役

会の決議があったものとみ

なす。

（業務執行の決定の取締役への委任）

第２８条　当会社は、会社法第３９９

条の１３第６項の規定によ

り、取締役会の決議によっ

て重要な業務執行（同条第

５項各号に掲げる事項を除

く。）の決定を取締役に委

任することができる。

（取締役会規程）

第２９条　（現行どおり）

（取締役の報酬等）

第３０条　取締役の報酬、賞与その他

の職務執行の対価として当

会社から受ける財産上の利

益（以下、「報酬等」とい

う。）は、株主総会の決議

によって、監査等委員であ

る取締役とそれ以外の取締

役とを区別して定める。

（ 38 ）

定款一部変更案



2016/05/23 20:06:41 / 15174669_株式会社マルイチ産商_招集通知

現 行 定 款 変 更 案

（社外取締役との間の責任限定契約）

第３０条　当会社は、会社法第４２７

条第１項の規定により、社

外取締役との間に、同法第

４２３条第１項の責任を限

定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契

約に基づく賠償責任の限度

額は、同法第４２５条第１

項に定める 低責任限度額

を限度とする。

第５章　監査役および監査役会

（監査役の員数）

第３１条　当会社の監査役は、５名以

内とする。

（監査役の選任）

第３２条　監査役は、株主総会におい

てこれを選任する。

　　　２.監査役の選任決議は、議決権

を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、そ

の議決権の過半数をもって

行う。

（監査役の任期）

第３３条　監査役の任期は、選任後４

年以内に終了する事業年度

のうち 終のものに関する

定時株主総会の終結の時ま

でとする。

（取締役の責任免除）

第３１条　当会社は、会社法第４２７

条第１項の規定により、取

締役（業務執行取締役等で

あるものを除く。）との間

に、同法第４２３条第１項

の責任を限定する契約を締

結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償

責任の限度額は、同法第４

２５条第１項に定める 低

責任限度額を限度とする。

（削　除）

（削　除）

（削　除）

（削　除）
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現 行 定 款 変 更 案

　　　２.任期の満了前に退任した監

査役の補欠として選任され

た監査役の任期は、前任者

の任期が満了する時までと

する。

（常勤の監査役）

第３４条　監査役会は、その決議によ

って常勤の監査役を選定す

る。

（監査役会の招集）

第３５条　監査役会の招集通知は、会

日の３日前までに各監査役

に対してこれを発する。た

だし、緊急の必要があると

きは、この期間を短縮する

ことができる。

　　　２.監査役会は、監査役の全員の

同意があるときは、招集の

手続きを経ることなく開催

することができる。

（監査役会の決議方法）

第３６条　監査役会の決議は、法令に

別段の定めのある場合を除

き、監査役の過半数をもっ

てこれを行う。

（監査役会規程）

第３７条　監査役会に関する事項は、

法令または本定款のほか、

監査役会において定める監

査役会規程による。

（監査役の報酬等）

第３８条　監査役の報酬等は、株主総

会の決議によって定める。

（削　除）

（削　除）

（削　除）

（削　除）

（削　除）
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現 行 定 款 変 更 案

（社外監査役との間の責任限定契約）

第３９条　当会社は、会社法第４２７

条第１項の規定により、社

外監査役との間に、同法第

４２３条第１項の責任を限

定する契約を締結すること

ができる。ただし、当該契

約に基づく賠償責任の限度

額は、同法第４２５条第１

項に定める 低責任限度額

を限度とする。

（新　設）

（新　設）

（新　設）

（削　除）

第５章　監査等委員会

（監査等委員会の招集）

第３２条　監査等委員会の招集通知

は、会日の３日前までに各

監査等委員に対してこれを

発する。ただし、緊急の必

要があるときは、この期間

を短縮することができる。

　　　２.監査等委員会は、監査等委員

の全員の同意があるとき

は、招集の手続きを経るこ

となく開催することができ

る。

（監査等委員会の決議方法）

第３３条　監査等委員会の決議は、法

令に別段の定めのある場合

を除き、議決に加わること

ができる監査等委員の過半

数が出席し、その過半数を

もってこれを行う。

（ 41 ）
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現 行 定 款 変 更 案

（新　設）

第６章　会計監査人

（会計監査人の選任および任期）

第４０条　（条文省略）

（会計監査人の報酬等）

第４１条　会計監査人の報酬等は、代

表取締役が監査役会の同意

を得て定める。

第７章　計　　算

第４２条～第４５条　（条文省略）

（新　設）

（監査等委員会規程）

第３４条　監査等委員会に関する事項

は、法令または本定款のほ

か、監査等委員会において

定める監査等委員会規程に

よる。

第６章　会計監査人

（会計監査人の選任および任期）

第３５条　（現行どおり）

（会計監査人の報酬等）

第３６条　会計監査人の報酬等は、代

表取締役が監査等委員会の

同意を得て定める。

第７章　計　　算

第３７条～第４０条　（現行どおり）

（附　　則）

（監査役の責任免除に関する経過措置）

第６６期定時株主総会終結前の社外監

査役（社外監査役であった者を含

む。）の行為に関する会社法第４２３

条第１項の賠償責任を限定する契約に

ついては、なお同定時株主総会の決議

による変更前の定款第３９条の定める

ところによる。

（ 42 ）

定款一部変更案
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名選任の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社に移行し、取締役全員（13名）は、定款変更の効力発生の

時をもって任期満了により退任となります。

　つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名の選任をお

願いしたいと存じます。本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の

発生を条件として、効力を生じるものといたします。

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりでありま

す。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

１

ふじ

藤
さわ

沢
 

　
まさ

政
とし

俊
(昭和28年１月６日生)

昭和51年４月　当社入社
平成19年10月　当社執行役員水産セグメント統括
平成20年６月　当社取締役執行役員水産セグメン

ト統括
平成20年10月　当社取締役執行役員水産事業部長

兼水産商品本部長
平成22年10月　当社取締役執行役員営業部門統括

兼水産事業部甲信越本部長兼企画
管理部長兼長野支社長

平成23年１月　当社取締役執行役員フードサービ
ス事業部長

平成24年６月　当社取締役常務執行役員フードサ
ービス事業部長兼フードサービス
商品本部長

平成25年４月　当社代表取締役社長社長執行役員
（現任）

（重要な兼職の状況）
　　株式会社長野地方卸売市場社外取締役

13,500株

２

ひら

平
の

野
 

　
とし

敏
き

樹
(昭和34年10月22日生)

昭和57年４月　三菱商事株式会社入社
平成11年４月　同社ジャカルタ駐在事務所 駐在
平成18年10月　同社食品本部鮪ユニットマネー

ジャー
平成20年４月　同社農水産本部水産ユニットマネ

ージャー
平成21年４月　欧州三菱商事会社生活産業部長兼

欧阿中東ＣＩＳ部門担当
平成23年４月　泰国三菱商事会社・泰ＭＣ商事会

社生活産業グループリーダー
平成25年５月　当社顧問
平成25年６月　当社取締役副社長執行役員（現

任）
（重要な兼職の状況）
　　信田缶詰株式会社社外取締役

4,000株

（ 43 ）

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

３

しら

白
い

井
 

　
ゆき

幸
お

男
(昭和27年６月27日生)

昭和51年４月　当社入社
平成20年10月　当社執行役員食品事業部長兼食品

商品本部長
平成22年６月　当社取締役執行役員食品事業部長

兼食品商品本部長
平成22年10月　当社取締役執行役員企画・管理部

門統括兼情報システム部担当
平成24年６月　当社取締役常務執行役員企画・管

理部門統括兼チーフ・コンプライ
アンス・オフィサー兼経営企画部
長

平成27年１月　当社取締役常務執行役員食品事業
部長兼食品商品本部長（現任）

18,100株

４

やま

山
だ

田
 

　
くに

邦
お

男
(昭和28年３月13日生)

昭和51年４月　当社入社
平成19年10月　当社執行役員畜産デリカ商品本部

担当兼畜産デリカ商品本部長
平成22年６月　当社取締役執行役員畜産事業部長

兼畜産デリカ商品本部長
平成23年１月　当社取締役執行役員営業部門統括
平成24年６月　当社取締役常務執行役員営業部門

統括
平成25年４月　当社取締役常務執行役員営業部門

統括兼フードサービス事業部長
平成28年４月　当社取締役常務執行役員営業部門

統括兼フードサービス事業部長兼
フードサービス商品本部長兼首都
圏・北関東販売部長（現任）

（重要な兼職の状況）
　　ファーストデリカ株式会社社外取締役
　　株式会社ナガレイ社外取締役
　　株式会社ナガレイ不動産社外取締役

12,000株

５

むかい

向
やま

山
 

　
ひろ

裕
かず

和
(昭和32年８月３日生)

昭和55年４月　当社入社
平成19年10月　当社執行役員水産商品事業部担当

兼水産商品事業部長
平成23年６月　当社取締役執行役員水産事業部長

兼水産商品本部長
平成24年１月　当社取締役執行役員水産事業部長

兼水産商品本部長
平成25年６月　当社取締役常務執行役員水産事業

部長兼水産事業本部長
平成28年２月　当社取締役常務執行役員営業部門

統括補佐提携戦略推進担当兼水産
事業部長（現任）

（重要な兼職の状況）
　　ファーストデリカ株式会社社外取締役
　　株式会社三共物商社外取締役
　　魚信株式会社社外取締役

11,200株

（ 44 ）

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

６

に

仁
しな

科
 

　
けい

圭
すけ

右
(昭和38年８月８日生)

平成８年７月　当社入社
平成10年６月　当社取締役営業統括本部業務推進

部長
平成15年２月　当社取締役食品事業部長
平成22年６月　当社取締役執行役員経理財務部長
平成23年２月　当社取締役執行役員経営企画部長
平成24年２月　当社取締役執行役員水産事業部事

業構造改革推進担当兼水産商品本
部企画管理部長

平成26年１月　当社取締役執行役員リテールサポ
ート事業部長付事業構造改革推進
担当

平成27年１月　当社取締役執行役員甲府支社長

平成28年２月　当社取締役執行役員企画・管理部門

統括補佐事業構造改革担当（現任）

41,000株

７

わた

渡
なべ

辺
 

　
ふみ

文
あき

明
(昭和27年２月10日生)

昭和51年４月　当社入社
平成13年２月　当社人事部長
平成18年10月　当社水産商品事業部長補佐兼水産

商品事業部企画管理部長
平成20年６月　当社執行役員総務人事部長
平成24年６月　当社取締役執行役員経理財務部長

平成27年１月　当社取締役執行役員企画・管理部

門担当兼チーフ・コンプライアン

ス・オフィサー兼経営企画部長兼

経理財務部長

平成28年２月　当社取締役執行役員企画・管理部

門統括兼チーフ・コンプライアン

ス・オフィサー（現任）

（重要な兼職の状況）
　　信田缶詰株式会社社外監査役
　　株式会社ナガレイ社外監査役

11,000株

８

やま

山
こし

腰
 

　
やす

靖
のり

典
(昭和30年１月22日生)

平成17年10月　当社入社
平成18年２月　当社ＲＳ部長
平成22年１月　当社執行役員リテールサポート事

業部長兼ＲＳ部長
平成24年６月　当社取締役執行役員リテールサポ

ート事業部長兼ＲＳ部長
平成26年４月　当社取締役執行役員ＳＣＭ本部長

兼ＲＳ部長
平成27年４月　当社取締役執行役員ＳＣＭ本部長

（現任）
（重要な兼職の状況）
　　ＡＥＳ株式会社社外取締役
　　マルイチ・ロジスティクス・サービス株式会
　　社社外取締役

　　中央運輸株式会社社外監査役

8,500株

（ 45 ）

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

９

えん

遠
どう

藤
 

　
しょう

庄
じ

司
(昭和30年９月10日生)

昭和55年４月　当社入社
平成11年10月　当社畜産営業部営業推進担当部長
平成16年２月　当社畜産事業部長野営業所長
平成22年１月　当社執行役員フードサービス事業

部長
平成23年１月　当社執行役員畜産事業部長兼畜産

デリカ商品本部長
平成25年６月　当社取締役執行役員畜産事業部長

兼畜産デリカ事業本部長
平成28年２月　当社取締役執行役員畜産事業部長

兼畜産デリカ商品本部長（現任）
（重要な兼職の状況）
　　大信畜産工業株式会社社外取締役
　　ファーストデリカ株式会社社外取締役

6,500株

10

こ

小
す

須
だ

田 　
しげ

茂 　
よし

義
(昭和34年７月８日生)

昭和59年４月　当社入社
平成14年２月　当社水産営業部生鮮担当部長
平成22年10月　当社執行役員水産商品本部長兼生

鮮部長兼東京支社長
平成23年１月　当社執行役員東京支社長
平成25年６月　当社取締役執行役員東京支社長
平成26年４月　当社取締役執行役員水産商品本部

長

平成28年２月　当社取締役執行役員営業部門統括

補佐メーカー型戦略推進担当兼水

産商品本部長（現任）

（重要な兼職の状況）
　　信田缶詰株式会社社外取締役
　　株式会社丸一北海屋社外取締役
　　株式会社三共物商社外取締役

5,000株

11

まつ

松
ざわ

澤 　
 

　
とおる

通
(昭和30年３月10日生)

昭和53年４月　当社入社

平成10年３月　当社経営企画室長

平成17年10月　当社執行役員水産商品本部長補佐
兼水産商品本部企画管理部長

平成20年６月　当社執行役員経営企画部長

平成23年１月　当社執行役員水産商品本部企画管

理部長

平成24年３月　当社執行役員出向株式会社三共物

商代表取締役社長

平成26年４月　当社執行役員ＳＣＭ本部副本部長
兼出向マルイチ・ロジスティクス・
サービス株式会社代表取締役社長

平成27年２月　当社執行役員総務人事部長

平成27年６月　当社取締役執行役員総務人事部長

平成28年２月　当社取締役執行役員企画・管理部
門統括補佐人事戦略推進担当兼総
務人事部長（現任）

9,300株

（ 46 ）

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位および担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

12

かしわ

柏
ぎ

木
 

　
やす

康
まさ

全
(昭和37年９月18日生)

昭和62年４月　三菱商事株式会社入社
平成23年４月　同社農水産本部水産ユニットマネ

ージャー
平成23年６月　当社社外取締役（現任）
平成25年４月　三菱商事株式会社農水産本部水産

部長
平成26年４月　同社生活原料本部水産部長
平成28年４月　同社生鮮品本部水産部長（現任）
（重要な兼職の状況）
　　三菱商事株式会社生鮮品本部水産部長

―

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．柏木康全氏は、社外取締役候補者であります。

　　　３．柏木康全氏を社外取締役候補者とした理由は、業界動向や経営全般にわたる高い見

　　　　　識を有し当社の経営に活かしていただけることを期待し、社外取締役として選任を

　　　　　お願いするものであります。

　　　４．柏木康全氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期

　　　　　間は、本総会終結の時をもって５年となります。

　　　５．当社は、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の

　　　損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限

　　　度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限度額としており、同氏の選任が承

　　　認された場合には、同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

（ 47 ）

取締役選任議案
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第４号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、監査等委員である取

締役４名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効

力を生じるものといたします。

　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当
社の株式数

１

だん

檀
ばら

原 　
たか

崇
お

男
(昭和30年８月４日生)

平成４年４月　当社入社

平成７年12月　当社常勤仮監査役

平成８年６月　当社取締役管理統括本部副本部長

平成９年２月　当社取締役畜産事業部長

平成10年６月　当社常務取締役畜産事業部長兼畜

産営業部長

平成15年８月　当社常務取締役チーフ・コンプラ

イアンス・オフィサー兼総務部・

経理部担当

平成18年７月　当社取締役常務執行役員チーフ・

コンプライアンス・オフィサー

平成19年６月　当社常勤監査役（現任）

67,600株

２

やま

山
ぎし

岸 　
しげ

重
ゆき

幸
(昭和34年10月２日生)

平成９年４月　弁護士登録
　　　　同月　中山法律事務所入所
平成12年４月　山岸法律事務所開設
平成16年10月　ながの法律事務所開設
平成17年６月　当社社外監査役（現任）
平成22年４月　信州大学法科大学院非常勤講師　

（現任）
（重要な兼職の状況）
　ながの法律事務所　パートナー

―

３

はた

畑
なか

中 　
しず

凱
お

夫
(昭和19年４月13日生)

昭和38年３月　キユーピー株式会社入社
平成７年２月　同社取締役大阪支店長
平成11年２月　同社常務取締役広域営業部長
平成19年２月　同社専務取締役サラダ・惣菜事業

およびグループ営業担当
平成20年２月　同社専務取締役退任

平成23年６月　当社社外監査役（現任）

―

４

お

小
がわ

川 　
なお

直
き

樹
(昭和31年12月22日生)

昭和59年10月　サンワ東京丸の内事務所（現有限
責任監査法人トーマツ）入所

昭和63年８月　公認会計士登録
平成６年７月　税理士登録
平成６年11月　小川直樹会計事務所開設
平成23年６月　当社社外監査役（現任）
（重要な兼職の状況）
　小川直樹会計事務所　所長

―

（ 48 ）

監査等委員である取締役選任議案
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．山岸重幸氏、畑中凱夫氏、および小川直樹氏は、社外取締役候補者であります。

　　　３．(1) 山岸重幸氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての高度な専門的知識

　　　　　　　と幅広い見識を有しており、監査・監督機能を発揮していただけることを期待し、

　　　　　　　社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、過去

　　　　　　　に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、

　　　　　　　上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断

　　　　　　　しております。

　　　　　(2) 畑中凱夫氏を社外取締役候補者とした理由は、食品流通業界における業務を通じ

　　　　　　　て培われた幅広い経験と見識を、当社の監査・監督に反映していただけるものと

　　　　　　　考え、社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。

　　　　　(3) 小川直樹氏を社外取締役候補者とした理由は、公認会計士および税理士として豊

　　　　　　　富な経験と幅広い見識を有しており、監査・監督機能を発揮していただけること

　　　　　　　を期待し、社外取締役候補者として選任をお願いするものであります。なお、同

　　　　　　　氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はあ

　　　　　　　りませんが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行でき

　　　　　　　るものと判断しております。

４．山岸重幸氏、畑中凱夫氏および小川直樹氏は、現在当社の社外監査役でありますが、

監査役としての在任期間は、本総会終結の時をもって山岸重幸氏が11年、畑中凱夫氏

が５年、小川直樹氏が５年となります。

５．当社は、山岸重幸氏、畑中凱夫氏および小川直樹氏との間で会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める 低責任限

度額を限度としており、山岸重幸氏、畑中凱夫氏および小川直樹氏の選任が承認され

た場合には、同氏らとの間で当該契約を継続する予定であります。また、檀原崇男氏

につきましても、同氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で上記と同様の契

約を締結する予定であります。

　　　６．当社は、山岸重幸氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

　　　　　ます。同氏が選任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定でありま

　　　　　す。
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第５号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の

額設定の件
　当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されま

すと、監査等委員会設置会社へ移行いたします。

　当社の取締役の報酬額は、昭和62年６月26日開催の第37期定時株主総会にお

いて年額350百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただき

今日に至っておりますが、監査等委員会設置会社への移行に伴い、これを廃止

したうえで新たに監査等委員以外の取締役の報酬額を定めることとし、その報

酬額を、経済情勢等諸般の事情も考慮して、年額350百万円以内（うち社外取締

役分は年額20百万円以内）と定めることとさせていただきたいと存じます。

　なお、監査等委員以外の取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分

給与は含まないものといたしたいと存じます。

　現在の取締役は13名（うち社外取締役１名）であり、本議案に係る監査等委

員以外の取締役の員数は、第２号議案「定款一部変更の件」および第３号議案

「取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名選任の件」が原案どおり承

認可決されますと、12名（うち社外取締役１名）となります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件とし

て、効力を生じるものといたします。

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額設定の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、

監査等委員会設置会社へ移行いたします。

つきましては、昨今の経済情勢等諸般の事情も考慮して、監査等委員である

取締役の報酬額を年額70百万円以内とさせていただきたいと存じます。

本議案に係る監査等委員である取締役の員数は、第２号議案「定款一部変更

の件」および第４号議案「監査等委員である取締役４名選任の件」が原案どお

り承認可決されますと、４名となります。

　なお、本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件とし

て、効力を生じるものといたします。
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第７号議案　退任取締役および退任監査役に対し退職慰労金贈呈、なら

びに役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給の件

　本総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます原剛氏およ

び第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されることを条件と

して常勤監査役を退任されます檀原崇男氏に対し、それぞれ在任中の功労に報

いるため、当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈

呈いたしたいと存じます。

　なお、その具体的金額、贈呈の時期、方法等につきましては、退任取締役で

ある原剛氏については取締役会に、また取締役、監査役を歴任した檀原崇男

氏につきましては、取締役在任期間分は取締役会に、監査役在任期間分は監査

等委員である取締役の協議に、それぞれご一任願いたいと存じます。

　退任取締役および退任監査役の略歴は次のとおりであります。

ふ　　　　　り　　　　　が　　　　　な

氏　　　　　　　　　　　名
略　　　　　　　　　　　　　歴

さかき


ばら

原
 

　
 

　
たけし

剛

平成元年６月　当社取締役

平成10年６月　当社常務取締役

平成15年６月　当社専務取締役

平成18年６月　当社代表取締役専務執行役員

平成19年４月　当社代表取締役社長社長執行役員

平成22年６月　当社取締役会長

平成27年６月　当社取締役相談役（現任）

だん

檀
ばら

原
 

　
たか

崇
お

男

平成７年12月　当社常勤仮監査役

平成８年６月　当社取締役

平成10年６月　当社常務取締役

平成18年７月　当社取締役常務執行役員

平成19年６月　当社常勤監査役（現任）

　また、当社は、役員報酬制度の見直しの一環として平成28年５月12日開催の

取締役会において、取締役および監査役の退職慰労金制度を本総会終結の時を

もって廃止することを決議いたしました。

　これに伴い、第３号議案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）12名

選任の件」が原案どおり承認可決されることを条件として重任予定の取締役10

名に対し、それぞれ本総会終結の時までの在任期間に対する功労に報いるため、

当社の定める一定の基準に従い、相当額の範囲内で役員退職慰労金制度廃止に

伴う打ち切り支給をすることといたしたいと存じます。
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　なお、支給の時期につきましては、各取締役の退任時とし、その具体的金額、

贈呈の方法等につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。

　役員退職慰労金制度廃止に伴う打ち切り支給予定の取締役の略歴は、次のと

おりであります。

ふ り が な

氏　　名 略　　　歴

ふ じ

藤
 

　
さ わ

沢
 

　
 

　
ま さ

政
 

　
と し

俊

平成20年６月　当社取締役執行役員

平成24年６月　当社取締役常務執行役員

平成25年４月　当社代表取締役社長社長執行役員（現任）

し ら

白
 

　
い

井
 

　
 

　
ゆ き

幸
 

　
お

男
平成22年６月　当社取締役執行役員

平成24年６月　当社取締役常務執行役員（現任）

や ま

山
 

　
だ

田
 

　
 

　
く に

邦
 

　
お

男
平成22年６月　当社取締役執行役員

平成24年６月　当社取締役常務執行役員（現任）

むかい

向
 

　
や ま

山
 

　
 

　
ひ ろ

裕
 

　
か ず

和
平成23年６月　当社取締役執行役員

平成25年６月　当社取締役常務執行役員（現任）

に

仁
 

　
し な

科
 

　
 

　
け い

圭
 

　
す け

右
平成10年６月　当社取締役

平成18年６月　当社取締役執行役員（現任）

わ た

渡
 

　
な べ

辺
 

　
 

　
ふ み

文
 

　
あ き

明 平成24年６月　当社取締役執行役員（現任）

や ま

山
 

　
こ し

腰
 

　
 

　
や す

靖
 

　
の り

典 平成24年６月　当社取締役執行役員（現任）

え ん

遠
 

　
ど う

藤
 

　
 

　
しょう

庄
 

　
じ

司 平成25年６月　当社取締役執行役員（現任）

こ

小
す

須
だ

田
 

　
 

　
し げ

茂
 

　
よ し

義 平成25年６月　当社取締役執行役員（現任）

ま つ

松
 

　
ざ わ

澤
 

　
 

　
 

　
 

　
とおる

通 平成27年６月　当社取締役執行役員（現任）
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第８号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する
業績連動型株式報酬制度の導入の件

１．提案の理由

　第２号議案「定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されますと、当社は

監査等委員会設置会社へ移行いたします。つきましては、取締役（監査等委員

である取締役および社外取締役を除き、以下「対象取締役」といいます。）に

対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT（＝Board Benefit 

Trust））」（以下、「本制度」といいます。）を導入することについて、ご承

認をお願いするものであります。

　本議案は、対象取締役の報酬と当社の業績および株式価値との連動性をより

明確にし、対象取締役が中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意

識を高めることを目的としております。当社としては、かかる目的に照らし、

本議案の内容は相当であるものと考えております。

　本議案は、ご承認をお願いしております第５号議案「取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の報酬等の額設定の件」とは別枠で、対象取締役に対す

る業績連動型株式報酬制度を導入することについて、ご承認をお願いするもの

であります。本制度の詳細につきましては、下記２．の枠内で、取締役会にご

一任いただきたいと存じます。

　なお、第３号議案が原案どおり承認可決されますと、本制度の対象となる対

象取締役は11名となります。

　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の効力の発生を条件として、効

力を生じるものといたします。

２．本制度における報酬の額および参考情報

（１）本制度の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、「本信

託」といいます。）を通じて取得され、対象取締役に対して、当社取締役会が

定める役員株式給付規程に従って、原則として当社株式が信託を通じて給付さ

れる業績連動型の株式報酬制度です。なお、対象取締役が当社株式の給付を受

ける時期は、原則として対象取締役の退任時とします。

（２）本制度の対象者

当社の取締役（監査等委員である取締役および社外取締役を除きます。）

（３）当社が本信託に拠出する金額（報酬等の額）

本議案をご承認いただくことを条件として、当社は、平成28年３月末日で終

了した事業年度から平成30年３月末日で終了する事業年度までの３事業年度
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（以下、「当初対象期間」といい、当初対象期間および当初対象期間の経過後

に開始する３事業年度ごとの期間を、それぞれ「対象期間」といいます。）お

よびその後の各対象期間を対象として本制度を導入し、役員株式給付規程の定

めに従い対象期間にかかる各事業年度に対応する所定の期間（例えば、平成28

年３月末日で終了した事業年度については平成28年７月１日から平成29年６月

末日まで、平成29年３月末日で終了する事業年度については平成29年７月1日か

ら平成30年６月末日まで。）の対象取締役の職務執行の対価として、本制度に

基づく給付を行います。

当社は、当初対象期間に関する評価に基づいて本制度に基づく対象取締役へ

の当社株式の給付を行うための株式取得資金として、90百万円を上限として本

信託に拠出いたします。

なお、当初対象期間経過後も、本制度が終了するまでの間、当社は各対象期

間に関する評価に基づいて本制度に基づく対象取締役への当社株式の給付を行

うための株式取得資金として、対象期間ごとに90百万円を上限として本信託に

追加拠出することとします。

ただし、かかる追加拠出を行う場合において、当該追加拠出を行おうとする

対象期間の直前の対象期間の末日に信託財産内に残存する当社株式（対象取締

役に付与されたポイント数に相当する当社株式で、対象取締役に対する給付が

未了であるものを除きます。）および金銭（以下、「残存株式等」といいます。）

があるときは、残存株式等の金額（当社株式については、直前の対象期間の末

日における帳簿価額とします。）と追加拠出される金銭の合計額は、本議案で

承認を得た上限の範囲内とします。

（４）当社株式の取得方法および取得株式数

本信託による当社株式の取得は、上記（３）により拠出された資金を原資と

して、取引市場を通じてまたは当社の自己株式処分を引受ける方法によりこれ

を実施します。

ご参考として、平成28年５月11日の終値での取得を前提とした場合、当初対

象期間に関して当社が対象取締役への給付を行うための株式の取得資金として

拠出する資金の上限額90百万円を原資に取得する株式数は、107,600株となりま

す。

なお、本信託の設定は、平成28年８月または９月を予定しており、当初の対

象期間にかかる本信託による当社の株式の取得は、本信託設定後、遅滞なく行

われる予定です。詳細につきましては、改めて適時適切に開示いたします。

（５）対象取締役に給付される当社株式の具体的な内容

　当社は、各事業年度に関する評価に基づいて、対象取締役に対して、役位、

業績達成度等により定まる数のポイントを付与します。本制度に基づくポイン
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トの付与は、平成28年３月末日で終了した事業年度の評価に基づく分より開始

いたします。

　なお、対象取締役に付与されるポイントは、下記（６）の当社株式の給付に

際し、１ポイント当たり当社普通株式１株に換算されます（ただし、本議案の

承認決議の後において、当社株式について、株式分割、株式無償割当または株

式併合等が行われた場合には、その比率等に応じて換算比率について合理的な

調整を行います。）。

　下記（６）の当社株式の給付に当たり基準となる対象取締役のポイント数は、

退任時までに当該対象取締役に付与されたポイントを合計した数に、退任事由

別に設定された所定の係数（１を超えないものとします。）を乗じた数としま

す（以下、このようにして算出されたポイントを、「確定ポイント数」といい

ます。）。

（６）対象取締役に対する当社株式の給付時期

当社の対象取締役が退任し、役員株式給付規程に定める受益者要件を満たし

た場合、当該対象取締役は、所定の受益者確定手続きを行うことにより、原則

として、上記（５）に記載のところに従って定められる確定ポイント数に応じ

た数の当社株式について、退任後に本信託から給付を受けることができます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（ 55 ）

監査等委員である取締役以外の取締役に対する業績連動型株式報酬等の額および内容決定案
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株主総会開催場所ご案内図

中央郵便局
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善光寺口

会　　　場　　長野県長野市鶴賀高畑752－８

メルパルク長野　３階「白鳳」

　026－225－7800

交通ご案内　　ＪＲ長野駅東口より　徒　歩　約５分

(お願い)　駐車場に限りがありますので、お車でのご来場はご遠慮く

ださいますようお願い申しあげます。

地図




